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論点

①機能整理の方向性について

②病院敷地内（看護師宿舎跡地）
に本設することについて
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●設計を通して工夫を行い、延床面積や事業費の縮減に取り組みます。
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健康センターの移転方法の比較

No. 建設方法 場所 機能統合 延床面積 建設費に係る財源

① 仮設 市役所敷地 × 約2,000㎡
（上限）

起債不可（全額一般財源）

② 仮設 病院敷地 × 約2,800㎡ 起債不可（全額一般財源）

③ 本設 市役所敷地 × －

※ひろば整備事業に係る国庫補助金の返還対象とならない敷地面積だけ
では、機能集約に必要な延床面積を確保することが難しいため、検討を
断念（ひろば整備事業に係る国庫補助金の対象敷地を活用する場合は、
国庫補助金を返還する必要有）

④ 本設 病院敷地
○

（子ども発達支援
センター診療所）

約3,400㎡
公共施設等適正管理推進事業債適用可
（充当率90％・交付税措置50％）

⑤ 本設 病院敷地 × 約2,800㎡
一般単独事業債

（充当率75％・交付税措置なし）
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